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出願商標「ＡＪ」・商標法３条１項事件：知財高裁平 19(行ケ)10243・平

成 20 年 3 月 27 日（3 部）判決〈認容→審決取消〉〔特許ニュース№

12249〕 

 

 

 

 

 

 

〔事  実〕 

 原告（ジェ ア モドゥフィヌ エス アー）は、イタリアのデザイナーの

Ｇｉｏｒｇｉｏ Ａｒｍａｎｉが設立し、そのデザインに係る商品の取扱い及

び商標権等の知的所有権の管理を目的とするスイス国法人である。 

 原告は別紙商標目録記載のとおりの構成から成る商標について、指定商品を

第２５類「Clothing，footwear，headgear」（被服・履物及び運動用特殊靴・

帽子）として、国際登録第７４３２９６号に係る国際商標登録出願をしたが、

平成１７年１１月１０日付の拒絶査定を受けたので，平成１８年２月８日に不

服審判請求をした。しかし、特許庁は平成１９年２月２０日、「本件審判の請

求は、成り立たない。」との審決をした。 

 審決は、要するに、本願商標は簡単かつありふれた標章のみから成る商標で、

自他商品の識別標識としての機能を有しないものであるから，商標法３条１項

５号に該当し登録することができないというのである。（審決の記載内容につ

いては、「当裁判所の判断」の１で述べられている。） 

 

〔判  断〕 

１ 審決の理由不備の有無について 

 当裁判所は，審決書には，本願商標が法３条１項５号に該当するとの理由は

記載されているが（その判断内容にも誤りはないものと解する。），本願商標に

自他商品識別機能がなく法３条２項に該当しないとの理由は，実質的に記載さ

れていないものと判断する。したがって，審決は，理由不備の違法があるもの

として，取り消されるべきものと解する（原告は，「ＡＪ」の文字が「ＡＲＭ

ＡＮＩ ＪＥＡＮＳ」の欧文字とは別に，シャツ及びマフラーに大きく単独で

表示されているものがあるにもかかわらず，審決においてそれらを看過してい

る旨主張しているが，それは審決における法３条２項の判断に関する理由不備

をも指摘するものと理解される。）。 

 その理由は，以下のとおりである。 

(1) 審判手続は，特許，商標等のそれぞれの専門知識を有する複数の審判官
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が，特許法等が規定する特定の事件について，裁判手続に準じた厳格な手続

よって審理を行い，判断をするものであって，いわゆる準司法手続の一つで

ある。審判体において審判手続を経て得られた最終判断は，審決として示さ

れる。審決は，行政処分として対世的な効力を有すると同時に，高等裁判所

の判決等によらなければ取り消されることがないという点で、判決類似の効

力を有する。審決は，このような点に鑑み，文書によって「結論」を記載す

ることが求められている外，結論に至る判断の論理過程を「理由」として記

載すると定められている。また，審決に対する訴えは，地方裁判所の審級が

省略され，知的財産高等裁判所が第一審としての管轄を有するという特別な

手続的観点からの手当がされている（特１５７条２項，商標５６条，６３

条）１）。上記のような審判の手続及び効力における性質に照らすならば，審

決に記載すべき理由は，①当該事件の適用に関係する法律の根拠及びその解

釈，②当事者が提出し，又は職権で調査した証拠に基づいて認定した事実，

③認定した事実を法律に適用した場合の論理過程及び判断結果等を過不足な

く記載することが不可欠である。 

(2) 上記の観点から，本件審決の実質的な「理由」記載の有無について検討

する。 

 ア 審決には，以下のとおり理由が付されている。 

 「理由 

  １ 本願商標 

    本願商標は，「ＡＪ」の欧文字を別掲のとおりに書してなり，第２５

類「Clothing,footwear，headgear」を指定商品とし，２００４年（平

成１６年）１０月２５日を事後指定の日とするものである。 

  ２ 原査定の拒絶理由 

    本願商標は，本願指定商品の分野においては，商品の規格や，製造表

示等を表すものとして類型的に使用されている欧文字二文字の「ＡＪ」

を，普通に用いられる方法で書してなるにすぎないものであるから，極

めて簡単で，かつ，ありふれた標章のみからなる商標と認める。したが

って，本願商標は，商標法第３条第１項第５号に該当する。 

  ３ 当審の判断 

    本願商標は，前記のとおり，黒塗り長方形の中に，「ＡＪ」の欧文字

を白抜きにし，別掲のとおりの構成で書してなるものである。 

    そして，欧文字二文字は，商品の品番，型式を表示するための記号，

符号として，取引上普通一般に使用されているものであって，長方形は，

ありふれた形状であることから，本願商標のかかる構成は，簡単，かつ，

ありふれた商標というのが相当である。 
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    本願指定商品との関係において欧文字二文字は，例えば，衣料品につ

いて，女性向け商品のサイズ（体型）等を表すものとして，「ＡＲ」や，

男性向け商品のサイズ（体型）等を表すものとして，「ＹＡ」「ＡＢ」や

「ＢＥ」等と表示しているものが見受けられる。 

    また，靴のサイズを表すものとして，「ＥＥ」等もあり，これらによ

れば，本願指定商品との関係において欧文字二文字は，商品の品番，型

式等を表示する一類型として使用され，かつ，取引者，需要者に認識さ

れているものである。 

    したがって，本願商標は，簡単，かつ，ありふれた標章のみからなる

商標であり，自他商品の識別標識としての機能を有しないものであるか

ら，商標法第３条第１項第５号に該当するとして拒絶した原査定は妥当

であって，取り消すことはできない。 

    なお，請求人は，世界的に著名なイタリアのデザイナー「ＧＩＯＲＧ

ＩＯ ＡＲＭＡＮＩ」（ジョルジオアルマーニ）の設立した会社で，「Ａ

ＲＭＡＮＩ」の著名性について述べ，「ＡＪ」は，「アルマーニジーン

ズ」を示すものとして，自他商品識別機能を有している旨，主張してい

る。 

    しかしながら，本願商標については，前記のとおり判断するのが相当

であって，かつ，請求人提出にかかる甲第３９号証ないし同第４１号証

及び同第４３号証によれば，本願商標の「ＡＪ」の欧文字は，「ＡＲＭ

ＡＮＩ ＪＥＡＮＳ」の欧文字とともに使用されているものであり，こ

れらを本願商標の使用ということはできず，他に本願商標の使用を示す

証拠を見いだすことはできない。 

    よって，結論のとおり審決する。」 

 イ 審決には，以下の点で理由不備があるというべきである。 

 (ア) すなわち，審判手続において提出された証拠に照らすならば，本件に

おける主要な争点は，本願商標の法３条２項の該当性の有無であると理解

できる。このような場合，審判体としては，審判手続の中で，当該争点に

着目した審理（適切に釈明権を行使することを含む。）を行うべきであっ

て，審決書に，理由及び結論を記載するに当たっても，①法３条２項所定

の「使用をされた結果需要者が何人かの業務に係る商品・・・であること

を認識することができる」との条文の文言についての審判体の解釈，②証

拠によって認定された事実の経緯，③法律に認定事実を適用した場合に得

られる結論に至るまでの論理過程を示すことが必要であるといえる。 

 (イ) 法が，同条２項所定の場合に登録をすることができるとした趣旨は，

①当該商標が，本来であれば，自他商品の識別力を持たないとされる標章
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であっても，特定人が当該商標をその業務に係る商品に使用した結果，当

該商標から，商品の出所と特定の事業者との関連を認識することができる

程度に，広く知られるに至った場合には，登録商標として保護を与えない

実質的な理由に乏しいといえること，②当該商標の使用によって，商品の

出所であると認識された事業者による独占使用が事実上容認されている以

上，他の事業者等に，当該商標を使用する余地を残しておく公益的な要請

は喪失したとして差し支えないことにあるものと解される。したがって，

本願商標について自他商品の識別力を有するに至ったか否かを検討するに

当たって，使用に係る商標及び商品の性質・態様，本願商標との類否，使

用した期間・地域，当該商品の販売数量・程度，宣伝広告の程度・方法な

どの諸事情を総合考慮して判断すべきことは不可欠であるといえる。 

 (ウ) 「ＡＪ」の使用例に関しては，具体的使用態様の詳細はさておき，少

なくとも，審判手続（甲５５以降は当審において提出）において，証拠が

提出されている。すなわち，甲２０（ベルトに，黒色又は白色の「ＡＪ」

の文字が付されている例），甲２１（シャツに，黒色の「ＡＪ」の文字が

付されている例），甲２２（黒色長方形で白抜きで「ＡＪ」の文字が，帽

子に付されている例），甲２３，２４（黒色長方形で白抜きで「ＡＪ」の

文字が帽子に付されている例），甲２６（上着に，白色の「ＡＪ」の文字

が付されている例），甲２９（本願商標の「ＡＪ」と同一の字体で使用さ

れている例），甲３９（シャツに，「ＡＪ」の文字が付されている例），甲

４０，４６，５２，１２８（シャツ，ジャンパーの左胸部等に，「ＡＪ」

の文字が付されている例），甲４１，４３（マフラーに，「ＡＪ」の文字が

付されている例），甲４２，６１（帽子及びマフラーに，「ＡＪ」の文字が

付されている例），甲４４，５２（シャツの胸部，ベルトに，「ＡＪ」の文

字が付されている例），甲４５（Ｔシャツの胸部に，「ＡＪ」の文字が付さ

れている例），甲４８（ポロシャツの左袖に，「ＡＪ」の文字が付されてい

る例），甲４９（長袖Ｔシャツの左胸に，「ＡＪ」の文字が付されている

例），甲５０（ブルゾンに，「ＡＪ」の文字が付されている例），甲５１

（ベルトの端部に，「ＡＪ」の文字が付されている例），甲５９（長袖Ｔシ

ャツの胸部に，「ＡＪ」の文字が付されている例），甲６０ないし６２（コ

ート及び上着の背部，帽子に，「ＡＪ」の文字が付されている例），甲６３

（帽子に，「ＡＪ」の文字と横長楕円に囲まれたデザインが施されている

例），甲１４５（Ｔシャツ，長袖シャツ等に，「ＡＪ」の文字が付されてい

る例）に関する証拠が提出されている。 

   しかし，審決書には，「ＡＪ」が「ＡＲＭＡＮＩ ＪＥＡＮＳ」の欧文字

と共に使用されている点を形式的に挙げて，本願商標の使用に当たらない
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としているのみで，「ＡＪ」が使用されている商品等に関する証拠の評価，

具体的な使用状況等に関する事実認定，法律を事実に適用した判断過程は

何ら記載されておらず，本件の審判手続において，法３条２項に着目した

審理を実施した形跡もない。 

 (エ) したがって，審決には，法３条２項に該当するか否かという重要な争

点についての実質的な理由が付されていないから，その余の点を判断する

までもなく，理由不備（商標５６条，特１５７条２項）の違法があるとい

うべきである。 

２ 法３条１項５号の該当性についての補足的判断 

 上記のとおり，審決には理由不備の違法がある。したがって，再開される審

判手続において，本願商標の法３条１項５号及び２項の該当性について審理を

行うことになるが，審理促進の観点から，原告主張に係る取消事由１について

の判断を，あらかじめ示すこととする。 

(1) 本願商標は，黒色横長方形内に「ＡＪ」の欧文字を白抜きに表記したも

のであり，このうち白抜き部分である「ＡＪ」は，欧文字の「Ａ」と「Ｊ」の

文字の組合せたものである。各文字は，「モダンローマン」字体２）で記載され，

デザイン性は優れているものの，格別特徴のある字体ではなく，また，特別の

図形的な特徴を連想するものとはいえない（乙５の１，２）。黒色長方形内に

白抜きで文字を配置する構成についても，商品の品番等の表示において長方形

内に白抜き文字とする事例があることに照らすならば，さほど特徴のある構成

ということはできない（乙２の１，乙７の１ないし７，乙８）。そうすると，

本願商標は，商標法３条１項５号の「極めて簡単で，かつ，ありふれた標章の

みからなる商標」に該当するとした審決の認定に誤りはない。 

(2) この点について，原告は，デザイナーの名称のイニシャルの欧文字２文

字が商標登録されている例（甲１７ないし１９）があると主張する。しかし，

原告の指摘する商標は，合衆国の国旗を連想するデザインと組み合わせた例

（甲１７），欧文字のデザインに特徴のある例（甲１８），２文字を大きさを変

化させた例（甲１９）であって，いずれも，本願商標とは基本的構成を異にす

るもので，本願商標についての前記認定判断を左右するとはいえない。 

 また，原告は，欧文字２文字で商標登録された例（甲１４８，１４９）を挙

げるが，甲１４８に係る商標の構成は「ＰＳ」及び「ピーエス」の文字を二段

に書してなるものであり，欧文字２文字のみではなく，また，甲１４９に係る

商標については「ＦＦ」の２文字であるが，その自他商品の識別力は，その使

用態様等によって異なるものであるから，この登録例をもって，本願商標につ

いての前記認定判断を左右するものとはいえない。 

３ 結論 
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 以上のとおりであり，審決には，本願商標が法３条２項に該当するか否かに

ついて，理由不備の違法があるから，これを取り消すこととし，主文のとおり

判決する。 

 

〔論  説〕 

１．この事件の高裁判決には、次の２つの判断がある。 

(1) 審決理由の不備は、取消事由となる。 

  けだし、審決書には、本願商標は法３条１項５号に該当するとの記載はあ

るが、本願商標には自他商品の識別機能はなく法３条２項に該当しないとの

理由は、実質的に記載されていない。 

(2) 審決の事実認定には、取消事由がない。 

  けだし、本願商標は、法３条１項５号の「極めて簡単で、かつ、ありふれ

た標章のみからなる商標」に該当するとした審決の認定に誤りはない。 

 

２．まず、前記(1)審決理由の不備について、判決は以下のように指摘する。 

2.1 審判の手続は、特許でも意匠でも商標でも、それぞれの専門知識を有す

る複数の審判官が合議体を構成し、裁判手続に準じた厳格な手続によって審理

を行い、判断をするもので、準司法手続の一つである。 

 審判体において審判手続を経て得られた最終判断は、審決として示されるが、

審決は行政処分として対世的な効力を有すると同時に、高裁の判決等によらな

ければ取り消されることがないという点では、判決と類似の効力を有するもの

である。したがって、審決は、文書によって「結論」を記載することが求めら

れているほか、その結論に至るまでの判断の論理過程を「理由」として記載す

ることが定められている３）。 

 すると、審判の手続と効力における性質に照らすと、審決に記載すべき理由

には、次の３つの事項が必須不可欠である。 

 ① 当該事件の適用に関係する法律の根拠とその解釈。 

 ② 当事者が提出し，又は職権で調査した証拠に基づいて認定した事実。 

 ③ 認定した事実を法律に適用した場合の論理過程及び判断結果等を過不足

なく記載すること。 

 

2.2 高裁は上記の観点から、本件審決の「実質的な理由」の記載の有無につ

いて検討した結果、次の点に不備があることを明らかにした。即ち、本件で重

要な争点は、本願商標の法３条２項の該当性の有無であるところ、この争点に

着目した審理を、適切な釈明権を行使しながら行うべきであるとして、前記３

つの理由事項について解明した。 
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 すると、法３条１項にもかかわらず同条２項所定の場合には登録することが

できるとした趣旨は、次の２つの要件を当該商標が具備している場合を想定し

ていると説示した。 

 ① 特定人が当該商標をその業務に係る商品に使用した結果、商品の出所と

特定の事業者との関連を認識することが出来る程度に、広く知られるに至

った場合には、登録商標として保護を与えない実質的な理由に乏しいこと。 

 ② 当該商標の使用により、商品の出所であると認識された事業者による独

占使用が事実上容認されている以上、他の事業者等に当該商標の使用の余

地を残しておく公益的要請は喪失したと解されること。 

   そのためには、本願商標が自他商品の識別力を有するに至ったか否かを

検討するに当たり、使用に係る商標及び商品の性質・態様，本願商標との

類否，使用期間・地域，当該商品の販売数量・程度，宣伝広告の程度・方

法などの諸事情を総合考慮して判断すべきであること。 

 

2.3 そこで、高裁は、審判手続において提出された証拠を参酌して審決書の

記載を検討したところ、「ＡＪ」が使用されている商品等に関する証拠の評価，

具体的な使用状況等に関する事実認定，法律を事実に適用した判断過程につい

ては何ら記載されず、また審判手続において法３条２項に着目した審理を実施

した形跡もないことを明らかにした。 

 

2.4 すると、審決には、法３条２項に該当するか否かの重要な争点について

の実質的な理由が付されていないと説示し、理由不備の違法があると判断した

のである。 

 

３．次に、前記(2)審決の事実認定について、判決は以下のように指摘する。

これは、高裁による補足的判断であり、「念のため」に近い裁判所の見解を示

しているから、特許庁審判部に差戻された後に審理を迅速に行うための教示で

あり、指導である。 

 すると、本願商標の欧文字の「Ａ」と「Ｊ」は「モダンローマン」字体で、

特徴のある字体ではないし、特別の図形的な特徴を連想するものでもないし、

特徴のある構成態様でもないから、本願商標は法３条１項５号に該当する商標

とした審決の認定に誤りはないとしたが、その限りではこの審決の判断は間違

っていない。 

 しかしながら、問題は、その次に本願商標が法３条２項に該当する商標とい

える要件を具備しているかどうかの評価であり、この争点について審判部の再

考を促していることに変わりはない。 
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注 

１）ここに「特許法１５７条２項」とあるは、「特許法１７８条１項の誤りであろう。特許法

１５７条２項は、その後で説示されている「審決の理由」の記載事項に関する規定である。 

２）正確には、ここは「書体」といわれるべきである。「字体」とは文字それ自体の基本字形

をいい、これをデザインしたものが「書体」と呼ばれるものである。アルファベットには創

作された多数の書体の歴史があり、「モダンローマン」はその一書体である。したがって、

字体と書体とは区別されるべきである。 

３）商標法５６条１項で準用する特許法１５７条２項４号参照。 

 

〔牛木 理一〕 
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